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建
物
の
評
価
額
は
、
課
税
の
対
象
と
な
る

建
物
と
同
じ
も
の
を
同
じ
場
所
に
建
て
る

の
に
必
要
な
費
用
を
算
出
し
、
こ
れ
に
建
て

ら
れ
て
か
ら
の
年
数
に
応
じ
た
価
値
の
低

下
な
ど
を
考
え
合
わ
せ
て
決
定
し
ま
す
。

　

一
定
の
要
件
を
満
た
し
、
届
け
出
を
す
れ

ば
、
新
築
住
宅
特
例
や
長
期
優
良
住
宅
特

例
、
省
エ
ネ
改
修
住
宅
特
例
、
バ
リ
ア
フ

リ
ー
改
修
住
宅
特
例
制
度
な
ど
に
よ
り
税

の
軽
減
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
建
物
を
取
り
壊
し
た
人
は
、「
家

屋
滅
失
届
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　

償
却
資
産
に
か
か
る
固
定
資
産
税
は
、
法

人
ま
た
は
個
人
が
、
事
業
や
営
業
、
漁
業
、

農
業
に
お
い
て
減
価
償
却
し
て
い
る
償
却

資
産
に
対
し
て
賦
課
さ
れ
る
税
金
で
す
。
償

却
資
産
の
所
有
者
は
、
廃
業
や
異
動
の
有
無

に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
年
の
1
月
1
日
現
在

の
所
有
資
産
に
つ
い
て
毎
年
申
告
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

市
税
務
課
固
定
資
産
税
係
は
、
平
成
24
年

度
評
価
替
え
に
向
け
、
21
年
度
か
ら
23
年
度

に
か
け
て
固
定
資
産
税
の
課
税
対
象
と
な

る
家
屋
の
全
棟
調
査
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
調
査
は
、
公
平
な
課
税
の
た
め
に
行

う
も
の
で
、
市
内
す
べ
て
の
建
物
に
つ
い

て
、
増
改
築
や
未
調
査
に
よ
る
課
税
も
れ
、

取
り
壊
し
な
ど
が
な
い
か
、
家
屋
課
税
台
帳

や
図
面
と
現
地
の
状
況
と
の
照
合
調
査
を

を
行
い
ま
す
。

　

調
査
は
市
が
委
託
し
た
業
者
の
調
査
員

が
行
い
ま
す
。
必
要
に
応
じ
て
敷
地
内
へ
の

立
ち
入
り
や
、
建
物
に
つ
い
て
お
尋
ね
す
る

こ
と
が
あ
り
ま
す
が
、
原
則
と
し
て
建
物
の

中
に
入
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
所

有
者
が
不
在
の
場
合
で
も
確
認
作
業
を
し

ま
す
の
で
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。
な
お
、
今
回
の
調
査
の
結
果
、
課
税

内
容
の
修
正
が
必
要
と
な
っ
た
建
物
に
つ

い
て
は
、
後
日
、
再
調
査
に
お
伺
い
す
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

　

固
定
資
産
に
関
す
る
届
出
書
は
、
柳
川
庁

舎
税
務
課
固
定
資
産
税
係
か
、
大
和
・
三
橋

庁
舎
市
民
サ
ー
ビ
ス
課
へ
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。
届
出
書
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

　

皆
さ
ん
「
平
成
23
年
度
固
定
資
産
税
課
税

明
細
書
」
は
届
き
ま
し
た
か
。
今
月
郵
送
す

る
「
課
税
明
細
書
」
は
、
固
定
資
産
税
の

課
税
状
況
を
把
握
す
る
う
え
で
大
切
な
資

料
で
す
。
内
容
を
確
認
し
保
管
し
て
く
だ
さ

い
。
事
業
用
資
産
に
か
か
る
部
分
は
、
所
得

税
な
ど
の
確
定
申
告
に
利
用
で
き
ま
す
。

　

固
定
資
産
税
は
、
そ
の
年
の
1
月
1
日
現

在
で
、
市
内
に
土
地
や
家
屋
を
所
有
し
て
い

る
人
の
ほ
か
、
事
業
用
に
使
っ
て
い
る
機
械

や
器
具
、
備
品
な
ど
の
償
却
資
産
を
所
有
し

て
い
る
人
が
納
め
る
税
金
で
す
。
税
額
は
次

の
手
順
で
決
め
ら
れ
ま
す
。
ま
ず
国
が
定
め

た
「
固
定
資
産
評
価
基
準
」
に
基
づ
い
て
評

価
額
を
定
め
固
定
資
産
課
税
台
帳
に
登
録

し
ま
す
。
こ
の
評
価
額
を
も
と
に
課
税
標
準

額
を
決
定
し
、
税
率
1.4
％
を
掛
け
て
税
額
を

算
出
し
ま
す
。

　

固
定
資
産
税
の
納
税
義
務
者
は
、
評
価
が

適
正
か
ど
う
か
判
断
す
る
た
め
に
、
土
地
・

家
屋
価
格
等
縦
覧
帳
簿
を
縦
覧
し
、
市
内
の

ほ
か
の
資
産
と
比
較
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
縦
覧
帳
簿
の
縦
覧
は
、
毎
年
4
月
1
日

か
ら
5
月
31
日
ま
で
で
き
ま
す
（
土
日
・
祝

日
は
縦
覧
で
き
ま
せ
ん
）。

　

な
お
納
税
通
知
書
は
、
5
月
に
郵
送
し
ま

す
。
納
付
月
は
5
月
・
7
月
・
9
月
・
12
月

の
年
4
回
で
す
。

　

固
定
資
産
税
の
評
価
上
の
地
目
は
、
登

記
簿
上
の
地
目
に
関
係
な
く
、
そ
の
年
の
1

月
1
日
の
利
用
状
況
に
よ
っ
て
宅
地
や
田
、

畑
、
雑
種
地
な
ど
に
分
類
さ
れ
ま
す
。

①
宅
地　

宅
地
は
、
住
宅
が
建
っ
て
い
る

「
住
宅
用
地
」
と
、
屋
根
付
き
の
駐
車
場
や

工
場
、
店
舗
な
ど
が
建
っ
て
い
る
「
非
住
宅

用
地
」
に
分
類
さ
れ
ま
す
。

　

住
宅
用
地
に
は
、
税
額
の
軽
減
措
置
が
あ

り
ま
す
。
例
え
ば
住
宅
が
建
っ
て
い
る
宅
地

は
、
床
面
積
の
10
倍
を
限
度
に
２
０
０
㎡
ま

で
は
税
額
が
約
６
分
の
１
に
軽
減
さ
れ
ま

す
。
ま
た
２
０
０
㎡
を
超
え
る
部
分
は
税
額

が
３
分
の
１
に
軽
減
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、

住
宅
用
地
の
軽
減
措
置
を
受
け
る
た
め
に

は
「
住
宅
用
地
申
告
書
」
を
提
出
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
非
住
宅
用
地
に
は
軽

減
措
置
が
あ
り
ま
せ
ん
。

②
田
・
畑　

固
定
資
産
税
で
い
う
田
や
畑
と

い
っ
た
農
地
は
、
原
則
、
市
農
業
委
員
会
の

農
家
台
帳
に
記
載
さ
れ
て
い
て
、
実
際
に
耕

作
し
て
農
作
物
を
栽
培
し
て
い
る
土
地
で

す
。
宅
地
内
に
あ
る
家
庭
菜
園
は
、
国
の
基

準
に
合
わ
せ
て
宅
地
と
し
て
評
価
し
ま
す
。

　

田
や
畑
に
か
か
る
税
金
は
、
宅
地
に
比
べ

極
端
に
安
く
、
田
で
１
㎡
当
た
り
80
円
か
ら

１
８
０
円
、
畑
は
50
円
か
ら
90
円
で
評
価
し

て
い
ま
す
。
し
か
し
、
農
業
委
員
会
か
ら
宅

地
へ
の
転
用
の
許
可
を
受
け
た
農
地
は
、
宅

地
と
同
じ
価
値
が
あ
る
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

耕
作
を
続
け
て
い
て
も
宅
地
並
み
の
評
価

と
課
税
を
行
い
、
税
額
は
高
く
な
り
ま
す
。

　

い
っ
た
ん
転
用
許
可
を
受
け
る
と
転
用

許
可
を
取
り
消
さ
な
い
限
り
宅
地
と
し
て

課
税
さ
れ
ま
す
。
転
用
す
る
予
定
が
な
く

な
っ
た
と
き
は
、
農
業
委
員
会
で
転
用
許
可

の
取
消
し
を
し
て
く
だ
さ
い
。 

③
雑
種
地　
「
雑
種
地
」
は
、
青
空
駐
車
場
や

資
材
置
場
、
宅
地
に
転
用
で
き
る
荒
地
な
ど

が
該
当
し
、
宅
地
と
同
等
に
課
税
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
２
軒
以
上
の
建
物
の
た
め
の
引
き

込
み
道
路
も
雑
種
地
に
該
当
し
ま
す
が
、
こ

の
場
合
は
宅
地
並
み
の
課
税
と
は
な
ら
ず
、

１
㎡
当
た
り
１
３
０
円
程
度
と
安
く
評
価

し
て
い
ま
す
。

　

保
管
温
度
が
10
℃
以
下
に
保
た
れ
る

冷
蔵
用
倉
庫
の
、
評
価
額
を
算
出
す
る

た
め
の
減
価
年
数
が
短
縮
さ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
は
非
木
造
家
屋
（
木
造
以
外
の

建
物
）
の
経
年
減
点
補
正
率
基
準
表
の

「
冷
凍
倉
庫
用
の
も
の
」
が
、「
冷
蔵
倉

庫
用
の
も
の
（
保
管
温
度
が
摂せ

し氏
10
℃

以
下
に
保
た
れ
る
倉
庫
）」
に
改
め
ら
れ

た
た
め
で
す
。
平
成
24
年
度
評
価
替
え

後
の
固
定
資
産
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
改
正
に
伴
い
、
冷
蔵
用
倉
庫
の

現
況
確
認
を
行
う
た
め
、
次
の
条
件
に

当
て
は
ま
る
倉
庫
を
所
有
し
て
い
る
事

業
所
や
個
人
は
、
市
税
務
課
固
定
資
産

税
係
に
7
月
29
日
（
金
）
ま
で
に
連
絡

し
て
く
だ
さ
い
。

１
．
非
木
造
（
木
造
以
外
）
の
倉
庫
用

建
物
で
あ
る
こ
と
。

２
．
冷
蔵
用
倉
庫
や
低
温
倉
庫
、
氷
の

貯
蔵
庫
な
ど
、
保
管
温
度
が
常
に
10
℃

以
下
に
保
た
れ
て
い
る
倉
庫
で
あ
る
こ

と
。

３
．
建
物
自
体
が
冷
蔵
用
倉
庫
と
な
っ

て
い
る
こ
と
。
た
だ
し
、
事
務
所
な
ど

冷
蔵
倉
庫
以
外
に
使
用
し
て
い
る
部
分

が
あ
る
場
合
は
、
冷
蔵
倉
庫
用
部
分
の

床
面
積
の
50
％
未
満
で
あ
る
こ
と
。
ま

た
、
常
温
の
倉
庫
内
に
プ
レ
ハ
ブ
式
冷

蔵
庫
や
業
務
用
冷
蔵
庫
を
設
置
し
て
い

る
だ
け
の
倉
庫
は
冷
蔵
用
倉
庫
と
は
み

な
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
す
べ
て
の
要
件
を
満
た
し
て

い
る
場
合
で
も
、
建
築
後
、
一
定
の
年

数
が
経
過
し
た
家
屋
は
、
評
価
額
が
変

わ
ら
な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
。

冷蔵用倉庫建物の
評価基準が変わります

固定資産税

固
定
資
産
税
課
税
明
細
書
は
、

も
う
届
き
ま
し
た
か
。

届
い
た
ら
、
し
っ
か
り

チ
ェ
ッ
ク
し
て
く
だ
さ
い
。

【問】市税務課固定資産税係
（☎77・8456）

固
定
資
産
税
っ
て
ど
ん
な
税
？

土
地
に
か
か
る
税
金
は
？

建
物
に
か
か
る
税
金
は
？

償
却
資
産
に
か
か
る
税
金
は
？

評
価
替
え
の
全
棟
調
査
に

協
力
を
お
願
い
し
ま
す

年の途中で売買した土地の固定資産税

はどうなりますか？

土地の固定資産税は、毎年 1 月 1 日現

在の登記簿や課税台帳に、所有者とし

て登記または登録されている人に課税されま

す。

　年の途中で土地を売ったときは、売買契約

を 11 月に締結しても所有権移転登記を翌年 1

月 2 日以降に行った場合などは、翌年度の固

定資産税は、前の所有者に課税されます。

　建物も同じように毎年 1 月 1 日現在の所有

者に課税されます。なお、登記されていない

建物は、変更の届出があってから判断し課税

をします。売買があった場合には速やかに届

出をしてください。

Ｑ

A

新築 4年目で急に税額が高くなるのは

なぜですか？

床面積が 50 ㎡以上 280 ㎡以下の新築

住宅などで一定の要件を満たせば、課

税が始まる年度から 3 年度分は、120 ㎡まで

の税額が 2 分の 1 に減額されます。

　4 年目からは本来

の税額に戻るため高

く な り ま す。 な お、

認定長期優良住宅の

場合、新築から 5 年

度分が減額されます。

Ｑ

A

課税されている土地の面積が登記簿と

違うのはなぜですか？

柳川市では、旧柳川市、旧三橋町の区

域で、国土調査事業に取り組んでいま

す。国土調査は土地の境界を確定し、現在の

測量方法で面積を測り直す事業のため、調査

の前後で面積に増減が生じます。調査の結果、

面積が増えても、市内全域の国土調査が完了

するまで、増えた分の課税は行いません。こ

のため同じ土地で課税面積と登記簿に記載さ

れている面積とが異なる場合があります。

　ただし、土地の所有者が相続以外で変わっ

た場合は、課税面積は登記簿の面積に合わせ

られ、固定資産税の額も変更されます。

Ｑ

A

固 定 資 産 税 Ｑ ＆ Ａ

よくある


